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1．はじめに
　離職したり転職したり、あるいは働くことから引退したりと、人々は状況に応じて就業状態を変化
させる。就業状態が変化することを「労働移動」と呼んでいるが、労働移動は、労働市場がその機能
を発揮するためには不可欠なものである。なぜなら、変化する労働市場状況に適合するためには、人
的資源（人材）の各部門への配分の変化が必要であり、その具体的な手段が労働移動だからである。
しかし他方、労働移動には、追加的なコストも必要とされる。新しい仕事を探索する費用や、転職後、
新たな職場やそこでの技能に適合するまで生産性の低下という形で出現する損害も費用だからであ
る。それゆえ、労働移動は多ければ良いとは限らないし、逆に少なければ良いというわけでもない。
移動の成果を検証するためには、実際の移動の状況やその影響などを分析することが必要である。
　また、転職に関わる実証的な研究という観点から見ると、転職者だけを分析しても充分とは言えな
い。と言うのは、転職しなかった人、あるいは異なるパターンの移動者などと比較することにより、
その特徴が明確になることが少なくないからである。そのような異なる移動タイプを統計的に比較し
ようとすると、大量の調査件数を確保することが必要になる。大量の調査件数データを、母集団との
関連を充分検討しながら収集しているものに、「政府統計」がある。近年、いくつかの政府統計につい
ては、秘匿処理を施したうえで、その調査個票データを学術研究のために提供する制度が始まってい
る。本研究では、その制度を活用し、就業については最も豊富な情報が得られる総務省「就業構造基
本調査（「就調」と略記）」の個票データを再集計し、離職とその後の就業について分析する1。ただし、
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同調査は5年ごとに実施されているが、この制度で現時点で活用できる最新のものは2002年のもので
ある。少し以前のデータとなるが、それを分析する。
　ところで本個人研究では、既にその一環として、増加が著しい非正社員に関する課題をとりあげ、
本稿で用いるデータと同じ調査の個票データを分析し、その結果を永野（2010a）として公表してい
る2。そこでは、正社員から非正社員になった人（「正→非」と略記：以下同様）、「正→正」、そして「非
→正」という移動タイプを抽出し、各移動タイプを4つの年齢層（15～29歳、30～44歳、45～59歳、
60歳以上）別に分析している。分析結果は多岐にわたったが、その1つに、年齢層による違いが大き
かったことがある。年齢別離職率は、29歳以下の若年層と、60歳周辺の高齢層という2つの年齢層で
高くなっていることが知られているが（厚生労働省「雇用動向調査」）、永野（2010a）では、特に高齢
化や定年制の直接的な影響を受ける高齢層における移動が、他の年齢層とかなり異なっていることが
示された。しかし、この研究は高齢層に焦点を絞ったものではないので、高齢層についてそれ以上、
踏み込んだ分析は行なっていない。
　この成果を踏まえ、本稿では60歳以降を中心とした高齢層に着目し、その人々の離職行動と、その
後の就業について分析をする。高齢化の進展により、その年齢層の就業問題が、ますます重要になっ
てきているので、その意義も大きいと考えられる。以下ではまず、この年齢層の、最近の状況につい
て簡潔に述べる。
2．調査時点の情勢と分析枠組み
（1）調査時点の情勢
　上述のように、本稿で用いるデータは、2002年「就調」の個票データである。この調査は同年10月
に、総務省によって実施された15歳以上の個人を対象とした調査である。
　調査時点の2002年は、バブル崩壊後の長期間続いた景気低迷期の最終時期で、雇用情勢は依然とし
て悪く、大企業のリストラが話題になった時期でもあった。他方、少子高齢化の予想以上の進展もあ
り、年金制度を維持するために、公的年金の支給開始年齢の60歳から65歳への段階的な引き上げが
2001年度から開始され（完成は2025年度）、これに合わせて、60歳代前半層の就業を維持する方策が始
まりだした頃である。具体的には、多くの企業は60歳定年であるので、年金が支給される年齢まで雇
用維持が図られるよう、「①定年を延長する、②定年制を廃止する、あるいは③定年後も再雇用等によ
り継続雇用する」のいずれかの措置（雇用確保措置）を講ずる努力義務が、「高年齢者雇用安定法」の
1　本稿で用いるのは、独立行政法人統計センターの「匿名デ・一・一タ」で、筆者が学術研究「定年前後の移動に関する研
究」のために、提供を受けたものである。
2　永野（2010a）で用いたデータは、一橋大学社会科学統計情報研究センターの「学術研究のための政府統計ミクロデー
　タの試行的提供プログラム」によるものであり、本稿で用いるのは注1のデータである。両者とも、「2002年就業構造
基本調査」の秘匿処理済み個票データであるが、共に元データのうち80％抽出データであり、秘匿処理の方法も異なっ
ている。
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2000年改正で企業に課せられた。その後、同法の2004年改正で、同措置は努力義務から実施義務へと
強化され、それが2006年から実施されるようになる。
　つまり2002年は、長期的には高齢層の雇用を増やす必要性が認識されてきているが、雇用情勢の低
迷もあり、まだそれが本格的に展開されてはいない時期である。むしろ同年以降、上記措置の実施も
あり高齢層の就業は進む。たとえば、1歳ごとに60歳周辺の年齢別就業率（男性）を、2002年と2010
年で比較すると、50歳代後半層のそれはあまり変化していないのに、60歳代前半層ではかなり高まっ
ていて、最大は61歳の8．8％ポイント増（65．5％→74．3％）であった（総務省「労働力調査」）。
　本稿の分析により、継続雇用等の雇用確保措置が導入される直前の、高齢層の定年前後の離職とそ
の後の就業状況が明瞭になることが期待される。
（2）分析の枠組み
　では、定年前後で、どのような人が、どのような形で移動（離職）し、その結果どのような状態に
なっているだろうか。そのような定年前後の労働移動の実情を明らかにすることで、今後の高齢層の
就業に必要な対策を考察するのが本稿の目的である。
　①分析対象の限定
　本稿では、上記の目的を達成するために、2002年「就調」の匿名データ個票を用いる。このデータ
は、本来の調査データの80％抽出データで、本人の年齢は5歳ごとの区分データに、居住地は3大都
市圏とそれ以外の2区分データに、などの変更が、秘匿性を確保するために行われている3。なお「就
調」は、現在の就業状況と現職の内容、前職の就業状況と前職の内容について尋ねているが、勤務先
の定年年齢や、これまでに定年を経験したか否かなど、定年制については尋ねていない。
　「就調」の調査対象は15歳以上の人であるが、まず、分析対象を55歳～79歳に限定する。ここで55歳
からとしたのは、定年年齢が多い60歳での変化を見るために、その直前の55～59歳の人を含めたから
である。また80歳以上を除外したのは、その年齢になると、就業者がかなり少なくなるからである。
　男女別に、その55～79歳の5歳ごとの5つの年齢層別に、就業状況を示したものが表1である。「就
調」は、普段の状態（usual　status）を尋ねた調査なので、有業者・無業者という区分である。なお、
この表は乗率を用いて、サンプルをその母集団に復元させた上での集計結果である4。以下では、こ
のようなクロス集計表による記述統計の結果に関しては復元した結果を示し、多変量解析の結果表に
関しては復元しないデータによる結果を示すことにする。
　ともあれこの表から、男性では、55～59歳では「仕事を主とした有業者」が9割と多く、それは年
3　秘匿処理の詳しい内容は、一橋大学社会科学統計情報センターのHP　http：／／rcisss．ier．hit－u．ac．jp／Japanese／micro
／anonymO2．htmlを参照されたい。
4　表には示してないが、年齢を限定しない総件数は、復元前は752，068件で、乗率による復元後は85，405，718件である。
　また、復元後の男女計の55～79歳の件数は、年齢を限定しない総件数の35．8％である。
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表1　「就調」の就業状況
女
の 55～59　　　　60～64　　　　65～69　　　　70～74　　　　75～7955～59　　　　60～64　　　　65～69　　　　70～74　　　　75～79
3340033　　3088001　　2725919　　2186032　　14947713463360 328 205　　3038370　　2646660　　2」98224
［有業・無業］
L業・仕事を主
L業．仕事を従
@　　　無業
892　　　　　　63．7　　　　　　45，4　　　　　　30．0　　　　　　21，2
@0，6　　　　　　　　　27　　　　　　　　3，7　　　　　　　　　3B　　　　　　　　　3，5
P0．2　　　　　　　336　　　　　　　508　　　　　　　662　　　　　　　　753
35．6　　　　　　　2t7　　　　　　　120　　　　　　　　72　　　　　　　　4，4
Q2．7　　　　　　　18，0　　　　　　　13．8　　　　　　　　99　　　　　　　　63
S書7　　　　　　　60β　　　　　　　742　　　　　　　82r9　　　　　　　89．3
一 100．0　　　　　　1000　　　　　1000　　　　　　1000　　　　　100000．0　　　　1000　　　　100，0　　　　100，0　　　　100．0
出所：独立行政法人統計サンター「匿名データ」の「2002年就業構造基本調査」80％抽出データを特別集計。以下の
　　本稿の図表は全て同様。
齢が高くなると急激に少なくなることと、逆に「無業者」が、年齢が高くなると急激に多くなること
がわかる。他方、女性の結果を見ると、55～59歳でも既に無業者は4割を超え、全般的に無業者が多
いこと、および有業者の中でも「仕事を従」とする割合が多いなど、男性との違いが目を引く。近年、
女性の就業は増加しているが、この年齢層ではやはり男女の違いは大きい。そこで以下では煩雑さを
防ぐために、クロス集計表に関しては男性の結果のみを紹介する。ただし、多変量解析に関しては、
女性ダミー変数を投入し、男女の違いを見ていくことにする。
　②　タイプ分け
　表1に見たように、年齢と共に就業状態は変化する。しかし、その変化のパターンは人によって異
なっている。そのパターンの違いは、どのような就業状況や仕事の違いをもたらし、またそもそも、
そのパターンの違いは何によってもたらされるのだろうか。
　既述したように、本データでは現職と前職を知ることができる。その時期も特定でき、また本人の
年齢もわかるので、現職と前職に関しては、いつどのような仕事をしていて、その後どうなったのか
を知ることができる。つまり、部分的なキャリア（職業生涯）を分析できることになる。
　本稿の関心は定年前後の移動であるので、定年前のある時期にある状態であった人が、その後どの
ようなったかという観点から、サンプルのタイプ分けを行う。つまり、50～54歳時点の就業状態と現
在の状態によるタイプ分けである5。具体的に説明すると次のようになる。就業状態に関しては現職
と前職についてしかわからないが、50～54歳時点で既に現職に就いていた人（現職従事）と、その時
点では前職に就いていた人（前職従事）という人が識別できる6。それ以外に、50～54歳時点での状況
は不明だが、その年齢以降に前職についた人（その人に現職があれば、現職はその人にとって第3番
目以降の仕事であることが多いので、「第3以降」）、現職も前職もない人（就業未経験）、そしてそれ以
外（「その他」、その多くは前職を辞めた時期が50～54歳より以前で、50～54歳では現職に就いていな
い人）という5タイプに分類できる。
　その5タイプの年齢層別の構成を示したものが表2である。55～59歳では「現職従事」の割合が圧
5　例えば、調査時点で55～59歳の人は、調査の5年前は50～54歳である。そこでこの人の5年前が、現職か前職かな
　どによってタイプを行った。
6　「前職従事」には、前職離職後、無業者になった人も含まれる。
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表2　50～54歳時点の仕事状態によるタイプ分け（男性）
（％）
現在の年齢 55～59歳　60～64歳65～69歳70～74歳　75～79歳
現職従事
O職従事
謔R以降
@その他
A業未経験
73譲　　　　38．2
P5．9　　　　40石
Q．3　　　　　9．4
W．0　　　　10．6
O．5　　　　　1．2
26．4
J鵠
?Z
P0．2
Q．3
19．4　　　　15．8
S6薄　　　　織9｛｝
Q嬢惣　　　　総灘
P0．7　　　　胴．7
R．7　　　　　5．1?
100．0　　　100．0100．0 100．0　　　100．0
倒的に多い。定年前の年齢層でもあるので当然ではあるが、この割合は60～64歳では4割以下になる。
その後も低下を続けるが、むしろ75～79歳でも15．8％は50～54歳時点の仕事に就いていることの方が
意外かもしれない。他方、60～64歳で多いのは「前職従事」で、40．5％に達している。55～59歳の15．9％
と比較するとかなり多いのは、定年によって、以前とは違う会社に移動したケースが出てきているか
らであろう。その後もこの割合は微増するが、65～69歳以降では「第3以降」が2割前後に達するの
が注目される。定年後、第2の会社に移動したが、その後さらに別の会社に移動した人であろう。
　このように5つのタイプが抽出されたが、定年前の50～54歳の仕事が特定されているのは、「現職従事」
と「前職従事」の2つである。そこで以下では、この2つのタイプについて、その違いを見ていく。
3．分析結果
（1）50～54歳時点の仕事
　2つのタイプの「50～54歳時点の仕事」は、それぞれどうなっているだろうか。ここで、「現職従事」
の「50～54歳時点の仕事」は、定義上、「現職」と同じである。そこで、「就調」では50～54歳の時に
何をしていたかとは尋ねていないので7、「現職」の内容を50～54歳時点の仕事とする8。
　「現職従事」と「前職従事」について、それぞれの50～54歳時点の「仕事上の地位」の構成を年齢別
に見たものが、表3の上段である。「現職従事」を見ると、現年齢が55～59歳の人（55～59歳と略記：
以下同様）では「常雇」が65．2％と多いが、60～64歳ではそれは35，2％と少なくなり、その年齢以上
ではより少なくなる。これに「臨時雇」と「日雇」を加えて、雇用契約の期間は異なるが雇われて働
く人（雇用者）という区分で見ても、年齢の高まりと共にその割合はかなり少なくなる。「継続雇用」
が、まだ普及していないためか、高齢層まで50歳代前半時の仕事を継続している人の中では、「雇用者」
は少ない。逆に、このタイプで年齢が高くなると増えるのは、「会社等の役員」、「雇人あり自営業主」、
そして「雇人なし自営業主」という経営者・自営業主である。特に「雇人なし自営業主」は、年齢が
7　「就調」では、現職についた時期を尋ねている。その時期が本人の50～54歳より若い場合を、この「現職従事」とし
ている。
8　このような方法を用いるので、「現職従事」に関しては、50～54歳時点から調査時点までの問に、勤務している企業
　は同一だが、企業自体の規模や、企業内で従事している職業に変化があっても、それは捕捉できない。
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表3　50～54歳時点の「従業上の地位」と「雇用形態」
（％）
タイプ・50～54　点
（
のもの 当） 1
の 55～59 60～64 65～6970阿74 75～7955～59　60～645～69 70～745～79
［仕事上の地位：50－54磯］
常雇 652 35．3 16．3 7．8 40 83」 86．4 78．8 727 66．6
臨時雇 0．9 4．0 3．4 24 08 2．2 1．4 1．5 1．7 1．2
日雇 1．2 2．8 3．1 1．7 0．3 2．1 1．2 1．7 2．0 1．8
会社等の役員 14」 20．9 23．3 2t4 197 4．5 5．2 6．8 6．7 75
雇人あり自営業主 6．8 12．0 12．9 1t5 123 2．5 2」 3．7 4．8 5．8
雇人なし自営業主 11．3 24．2 388 4②．9 533 4．5 3．5 70 11．4 155
自家営業の手伝い 0．4 0．7 2．2 5．2 9．4 0．4 0．2 0．4 0．8 1．5
家庭で内職 00 00 01 01 01 α0 0．0 0．0 0．0 0．0
計 1000 100010001000 10001 0．0 100．0 100．0 100．0 100．0
［雇用形態：50－54蔵、
常雇・臨時雇・日雇の場合］
正社員 945 66．0 52．2 50．6 67．1 92．5 94．9 93．3 92．6 925
パート 0．6 3．7 7．2 10．0 8．4 11 0．8 1．0 0．8 1．0
アルバイト 0．9 4．1 10．0 12．8 64 t5 0．6 0．7 0．8 0．6
派遣社員 0．1 0．0 一 一 一 0．2 0．1 0．0 一 一契約社員・嘱託 2．2 20．6 18．6 18．6 100 2．3 2．6 3．1 2．8 3．2
その他 17 56 120 79 80 24 1．1 1．9 3」 27
計 1000 100010001000 1000 10001 0．0 100．0 100．0 100．0
高くなると過半数を占めるようになる。他方「前職従事」では、「常雇」が極めて多い。50歳代前半に
前職としてある仕事に就いていた人の、その前職とは（前職であるので、その人はその後離職してい
る）、「常雇」の仕事である。やはり、60歳定年で継続雇用が本格化していないこの時期の、特徴であ
ろう。
　この表の下段には、「仕事上の地位」が「雇用者（常雇・臨時雇・日雇）」の人に関して、その「雇
用形態」の構成を年齢別に示してある。「前職従事」は、全年齢層で圧倒的に「正社員」が多い。他方、
「現職従事」では65～69歳以上の年齢層で「正社員」が少なくなり、「派遣社員・嘱託」という区分や
「アルバイト」が多くなっている。既述したようにこのタイプの50～54歳時点の仕事には現在（現職）
のものを充当しているが、その影響かもしれない9。
　ともあれこの表から、50歳代前半に既に現職に従事していた高齢者の中には、「雇用者」も含まれる
が、特に年齢が高くなると「自営業者」が多いこと、および当時の仕事から既に離職した高齢者では、
その当時の仕事が「正社員」であった人が圧倒的に多いことが確認できる。
　これらの人の、50～54歳時点の「就業先の産業」と「企業規模」の構成を示したものが、表4であ
る。共に、いくつかの区分の構成比と、それ以外の区分（「上記以外」という表記）の構成比を示して
ある。産業別には、「現職従事」では65歳以上で「農林漁業・鉱業」が多くなる。また、「前職従事」
の前職の産業は、「製造業」が比較的多い。他方、企業規模別には、「現職従事」では小規模な企業が
特に高齢層で多く、逆に「前職従事」では1，000人以上の大企業や官公庁の構成比が高くなっている。
　これらのことから、50歳代前半に既に現職に従事していた高齢者では、農林漁業に従事している人
や小規模な企業に勤務している人が多いのに対し、当時の仕事から既に離職した高齢者に関しては、
9　もしそうだとすると、このような「正社員」以外の雇用形態が、継続雇用であることを示していることになる。
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表4　50～54歳時点の就業先の「産業」と「企業規模」
（％）
タイプ・50～54　点 ’ （現時点のもの 当） 前職’
の 55～5960～64 65～6970～74歳75～7955～5960～6465～69 70～745～79
［就業先の産業：50－54歳］
農林漁業・鉱業 3．6 8．8 劉鍛 3甑3 職3 1．2 1．6 3．7 6．9 10．8
建設業 15．6 19．8 16．6 10．9 5．6 13．5 10．5 13．5 149 11．2
製造業 24．2 20．8 16．9 13．7 1t6 3卸 3翻 3醤海 ％灘 歪6灘
運輸業 9．7 7．6 5．1 2．4 t2 10．4 11．0 10．2 11．1 10．9
小売業 7．7 11．4 13．0 15．1 13．8 7．5 5．7 5．3 4．4 6．0
その他のサービズ業 11．2 11．9 10．9 8．0 8．6 6．8 5．5 6．2 4．9 5．0
公務 5．4 1．1 0．3 0．2 0．0 4．9 7．4 6．3 7．4 8．2
（上記以外） 22．7 18．6 16．2 14．3 14．523．7 23．1 22．3 23．6 21．7
計 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0100．0 100．0 100．0100．0 100．0
［企業規模：50－54歳］
4人以下 24．2 4翻 β3．4 鉱4 鍬6 10．8 7．7 13．0 18．3 22．7
5～9人 8．0 11．4 12．3 1t3 10．2 7．4 5．1 6．2 6．1 5．0
1ρ00人以上 16．0 4．3 1．3 0．4 0．2 麓7 銘．9 箆3 捻尋 婁鮒
官公庁 11．0 3．2 0．5 0．4 0．1 6．9 13．3 13．4 嶽盤 繊3
（上記以外） 40．9 35．0 22．5 15．5 10．646．1 44．9 46．6 38．9 35．8
計 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0100．0 100．0 100．0 100．0 100．0
表5　50～54歳時点の職業
（％）
仕 タイプ：50～54歳時点 現 （現時点のものを充当） 前 ?
現在の年齢 55～5960～64　　65～6970～7475～79歳55～59　　60～64 65～69　　70～7475～79
［職業：50－54歳］
専門的・技術的 9．1 7．0 7．1 7．8 9．8 6．2 9．2 9．2 10．7 9．8
管理的職業 轍o 斜溶 導210 肇2，3 樵a 8．0 7．4 7．8 7．4 8．5
事務従事者 13．6 5．2 2．7 1．9 2．0 織窪 礁7 嚥薮 樵塾 1驚7
販売従事者 13．9 14．5 13．9 14．1 12．6 18．2 11．6 10．0 7．9 8．0
サービス職業 4．0 6．0 6．1 3．6 3」 2．9 2．1 2．2 1．5 1．9
保安職業 2．4 0．7 0．3 0．2 0．1 3．2 2．5 1．6 1．6 2．6
農林漁業 3．4 8．7 2鉱6 35忍 麟．塗 1．0 1」 3．0 6．1 10．0
運輸・通信 7．6 6．6 4．2 1．4 0．7 7．7 8．5 8．7 7．4 5．7
技能工・建設作業 35．4 39．4 32．6 234 て5．6 36．2 36．8 40灘 謬蟻6 34簿
分類不能 0．7 0．6 0．5 0．4 0．2 13 12 09 1．0 1．0
計 で00．0 100．0 100．0100．0 100．0 100．01 00 100．0 100．0 100．0
大企業や官公庁勤務だった人が多いことがわかる。つまり、高齢層まで勤め続けているのは小規模な
企業の勤務者で、大企業勤務者は離職していると言える。
　次にこれらの人々の50～54歳時点の「職業」の構成を、年齢別に示したものが、表5である。「現職
従事」の高齢層で「農林漁業作業者」が多くなるのは、上述の産業別構成の影響である。これとは別
に、「管理的職業」が10数％をずっと維持していて、「前職従事」より高いことが目に留まる。「専門的・
技術的職業」や「事務従事者」ではそのような傾向は見られないので、ホワイトカラー全般がそうで
はないようだ。「現職従事」では自営業主が多かったことと考え合わせると、経営管理に携わっている
人は、その仕事を継続させやすいようだ。
（2）2つのタイプの決定要因分析
　このような違いのある「現職従事」と「前職従事」だが、共に50～54歳時点では就業していたが、
前者はその仕事を現在も継続しているのに対し、後者はその後その仕事からは離職している。何が、
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この両者の違いを生み出すのだろうか。上記のようなクロス表による分析でも、その点への接近はあ
る程度可能だが、多くの要因が同時に作用する実際の現象を把握するには、同時に様々な変数の影響
を分析できる多変量解析の手法が適している。そこで次に、「現職従事」が1、「前職従事」が0とな
るダミー変数を従属変数として、どのような場合に1になるか、あるいは0になるかを、ロジスティッ
ク回帰分析によって分析しよう。説明変数には、性別、学歴、年齢という個人属性をコントロール変
数として投入し、50～54歳時点の、「職業」と勤務先の「規模」を投入する。これによって、個人属性
を一定に保った上での、仕事内容の影響を知ることができる。なお、個人属性はコントロール変数な
ので、それほど積極的な意味はないが、どのような個人属性の人が同じ仕事に留まりやすいかも見る
ことができる。
　分析の結果が表6である。ここで、正（＋）は「現職従事」になりやすいことを示し、負（一）は
「前職従事」、つまりその後離職しやすいことを示している。
　個人属性の結果を見ると、男性、高学歴者で、年齢が相対的に若いほど、符号が正で、「現職従事」、
つまり50～54歳時点の仕事に留まっている確率が高いことを示している。仕事内容の変数を見ると、
「事務従事者」を基準とした「職業」は、「専門的・技術的職業」や「管理的職業」というホワイトカ
ラー職業のみならず、「販売従事者」、「サービス職業」も正で有意である。また、「農林漁業作業者」
はやはり正で有意である。この仕事は肉体的な負荷が伴う仕事だが、同様の「技能工・建設作業者」
は逆に負で有意である。このことから、「農林漁業作業者」が「現職継続」になりやすいのは、仕事の
スケジュールやペースに対する自由度が大きいことが作用していると言えそうである。また、「従業
員規模」では、規模が小さいと「現職従事」になりやすく、規模が大きいと「前職従事」になりやすい
ことが明確になっている。
　推計されたパラメータ（B，　Exp（B））の大きさから見ると、農林漁業に従事している場合、および規
模な小さな企業で管理的仕事に従事している人は、高齢層になっても50歳代前半層の仕事を継続して
いる確率が、かなり高いことがわかる。逆に大企業に勤務していた人は、その仕事から離職している
確率がかなり高い。
（3）現在までの変化
　ここまでの分析対象のうち、「前職従事」は、その後現在までの間に、その前職を離職した人たちで
ある。その離職理由の年齢別構成が、表7である。
　55～59歳では、「人員整理・勧奨退職のため」や「倒産・事業所閉鎖のため」、「事業不振・先行き不
安」というリストラ関連の理由が多く、それらで半数を超える。バブル崩壊後の景気低迷の影響であ
ろうか。他方、60歳以降では「定年・契約期間満了のため」が多くなり約60％を占める。改めて高齢
者就業に与える定年の影響の大きさを実感させる。また、年齢が高くなるにつれ「病気・高齢のため」
が多くなることも見逃せない。高齢期特有の現象である。
　このような理由で前職を離職した「前職従事」の人は、その後「現職」へ転職した人と、そのまま
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　　　　　　　表6　2つのタイプの決定要因
ロジスティック回帰分析
従属変数：50～54歳時点の仕事（1：現職従事0：前職従事）
B　　　示5誤差　　　Ex　（B）
女性ダミー 一，373　　　　　．014　＊＊　　　　　　　．688
［学歴ダミーRef：高卒］
中卒 一．156　　　　　　．014　＊＊　　　　　　　　．855
短大卒 ．039　　　　　　，032　　　　　　　　　　1．040
大卒 ．174　　　　　　．026　＊＊　　　　　　　1．190
［年齢ダミーRef：65～69歳］
55～59歳 2．602　　　　　．020　＊＊　　　　　13．494
60～64歳 ．797　　　　　　．018　＊＊　　　　　　　2．218
70～74歳 一．575　　　　　　．021　＊＊　　　　　　　　．563
75～79歳 一1．126　　　　　．024＊＊　　　　　　　．324
［職業ダミー：50～54歳時点
Ref：事務従事者］
専門的・技術的職業 ．280　　　　　　．030　＊＊　　　　　　　1．323
管理的職業 1．070　　　　　　．032　＊＊　　　　　　　2．917
販売従事者 ．287　　　　　　．025　＊＊　　　　　　　1．332
サービス職業 ．282　　　　　　．029　＊＊　　　　　　　1．326
保安職業 ．080　　　　　　．065　　　　　　　　　　1．083
農林漁業作業者 1．063　　　　　　．028　＊＊　　　　　　　2．896
運輸・通信従事者 ．039　　　　　．036　　　　　　　　　1．040
技能工・建設作業者 一，106　　　　　　．021　＊＊　　　　　　　　．899
分類不能 一．339　　　　　　．095　＊＊　　　　　　　　．713
［従業者規模ダミー：50～54歳時点
Ref：50～99人］
4人以下 2．037　　　　　　．028　＊＊　　　　　　　7．670
5～9人 1．τ34　　　　　．032　＊＊　　　　　　3．109
10～19人 ．550　　　　　　．033　＊＊　　　　　　　1．733
20～29人 ．271　　　　　　．037　＊＊　　　　　　　1．312
30～49人 ，029　　　　　　．036　　　　　　　　　　1。029
100～299人 一．187　　　　　　．033　＊＊　　　　　　　　．829
300～499人 一．365　　　　　　．044　＊＊　　　　　　　　．694
500～999人 一．480　　　　　．044　＊＊　　　　　　　．619
1，000人以上 一．843　　　　　．032　＊＊　　　　　　　．430
官公庁 一．577　　　　　．034　＊＊　　　　　　　．562
定数 一1．384　　　　　　．034　＊＊　　　　　　　　．251
ゼ対数尤度 16052λ045
才2 6詔詔．813＊＊
　　　　　　2Oωr85カθ〃κ ．333
ノ7 1棚67汐
注：”、’、†は、それぞれ1％、5％、10％水準で有意なことを示す。
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表7　前職離職理由
（％）
仕　タイプ：50～54　時点 1’
現在の 55～5960～64歳65～69歳70～74歳75～79
［前職離職理由］
人員整理・勧奨退職のため 3t6 1t1 6．0 4．3 4．1
倒産・事業所閉鎖のため 13．1 5．5 3．2 2．6 1．9
事業不振・先行き不安 7．7 3．6 3．0 2．1 1．7
収入が少ない 1．6 0．6 0．5 0．4 0．3
労働条件が悪かったから 2」 0．5 0．4 0．1 0．1
定年・契約期間満了のため 12．5 60．7 63．1 57．9 54．7
病気・高齢のため 10．5 7．8 1《4 23β 27．8
その他 17．8 8．7 7．9 7．6 8．0
（上記以外） 3．1 1．5 1．5 1．1 1．3
計 100．0 100．0 100．0 100．0100．0
表8　現在までの変化の3タイプ
（％）
現　の年 55～59　　　60～64　　　65～6970～74　　75～79
継続（現職従事）
]職（前職従事）
ｳ業化（前職従事）
82、2　　　　　4＆6　　　　　37．8
P0．9　　　　　　22．7　　　　　　18，6
U．9　　　　　28．8　　　　　43．6
29．7　　　24．4
P1．8　　　　8．1
T8．6　　　67．5
計 100．0　　100．0　　100．010 ．0　　100．0
無業者になった人に分かれる。また、「現職従事」の人は、定義上、以前の仕事を継続している。つま
り、ここまで分析してきた「現職従事」と「前職従事」は、現在までの間に、同じ仕事を継続してい
る人（継続）、違う仕事に転職した人（転職）、そして無業者になった人（無業化）に分かれる。
　その3つの状態の構成を年齢別に示したものが、表8である。「継続」は年齢と共に、その割合が減
少する。「転職」は60歳代では20％前後と比較的多いが、その後少なくなる。代わって年齢と共に多く
なるのは「無業化」である。
　なお結果は省略するが、「前職離職」の離職理由を、「転職」と「無業化」で比較したところ、60歳
以降では「定年・契約期間満了」がどちらでも最も多い理由であったが、「無業化」では「病気・高齢
のため」が特に高齢になると多くなり30％弱を占めるようになっていた。健康問題が、高齢者の就業
行動に大きな影響を与えていることがわかる。
　では、これらの3つの状態のうち、ある状態になるのは、どのような要因によって決定されるのだ
ろうか。健康状態は「就調」では尋ねていないので、除外するとして、いくつかの変数でそれを分析
してみよう。ここで従属変数は、「継続」、「転職」、「無業化」という3つの質的な変数であるので、多
項ロジスティック分析を用いる。その際、「無業化」を基準とする。それゆえ分析結果は、「無業化」
と比べると、それぞれの説明変数がどう変化すると、それぞれの従属変数の状態になるかを示すこと
になる。説明変数は、表6で用いた「個人属性」と、「50～54歳時点の仕事内容」に加えて、「世帯1
人あたりの他の世帯員年収」を投入する。
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　経済学では、個人の就業行動理論をモデル化している。そのモデルによると、非勤労収入の増加は
働く確率を低下させることになる（所得効果）10。上記の最後の変数は世帯年収（年金受給額も含む）
から本人の勤労収入を引き、それを世帯人数で割って求めたものである。それゆえ、この個人にとっ
ては働かなくとも得られる収入で、経済モデルの非勤労収入に相当する。
　分析の結果が、表9である。「無業化」と比べると、男性、高学歴者、そして年齢が低い人が、「継
続」または「転職」になりやすい。個人属性に関しては、「継続」と「転職」の間での違いはあまりな
い0
　50～54歳時点の「職業」が、「管理的職業」、「販売従事者」、「保安職業」であった人は、転職するか
そのまま勤続するかはともかくとして、働き続ける確率が高い。「専門的・技術的職業」の人は、その
まま「継続」することは多いが、他社に「転職」する確率は「無業化」する確率と変わらない。「農林
漁業作業者」は、「継続」する確率は高いが、「転職」する確率は低い。「技能工・建設作業者」は「無
業化」する確率が高い。50～54歳時点の勤務先の「規模」の結果を見ると、総じて、勤務先が大企業
であった人は「無業化」し、規模の小さな企業であった人は働き続けることがわかる。このような作
用は、推計されたパラメータの大きさからみると、「継続」の方が明瞭である。また興味深いのは「官
公庁」である。官公庁は、「継続」では負で、「転職」では正で、共に有意である。官公庁に勤務して
いた人は、高齢期にその仕事を「継続」することは稀で、「無業化」する確率の方がむしろ高く、それ
より「転職」する確率の方が高くなっている。
　説明変数の一番下に記載してある「世帯1人あたりの他の世帯員年収」は、その金額が低いと「継
続」または「転職」になりやすいことを示している。非勤労収入が低くなると働くという、経済学の
理論モデルどおりの結果である。ちなみに、ここでの非勤労収入の中には年金受給額も含まれる。な
お、ここでの推計数値が小さいのは、投入したこの変数の桁数が多かったからである。推計された数
値は小さいが統計的には問題はない。
（4）現在の仕事（現職のある人）
　では、これらの人は現在（調査時点）、どのような仕事についているだろうか。ただし、既述したよ
うに「前職従事」には現在は無業者という人もいる。そこで、「前職従事」に関しては、「現在有業者」
のみに限定し、それを「現職従事」と比較する。また、「現職従事」の仕事内容は、変数の定義上、現
在と50～54歳時点は同じである。それゆえ、このタイプに関しては、前述の「50～54歳時点の仕事」
で紹介した仕事内容を、ここでは再掲する。
　まず、現在の「仕事上の地位」と、そのうち雇用者に限定して区分した「雇用形態」の、年齢別構
成比を示したものが表10である。「仕事上の地位」に関して、「前職従事（現在有業者）」を表3と比べ
ると、「常雇」が減少し、「雇人なし自営業主」が増加している。また、同様に「前職従事」の「雇用
10例えば、樋口（1996）を参照。
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表9　3つの状態の決定要因
多項ロジスティック分析
R磁無業化（前職従事） 継続（現職従事）：n＝82，824転職（前職従事）：nニ19，616
：nニ60，382 B　　　　　標準E呉差　　　　　　　Ex　　（B B　　標準誤差　　　　Ex　（B）
切片 一．475　．038＊＊ 一。210　．044＊＊
女性ダミー 一．505　　　　．015　＊＊　　　　　　．604一．899　　　　．021　＊＊　　　　　　．407
［学歴ダミーRef：高卒］
中卒 一．264　　　　．016　＊＊　　　　　　　．768一．212　　　　．021　＊＊　　　　　　　．809
短大卒 ．128　　　　．036　＊＊　　　　　　1．137 ．161　　　　．044　＊＊　　　　　1．174
大卒 ．301　　　　．030　＊＊　　　　　　1．352 ．160　　　　．034　＊＊　　　　　　1．173
［年齢ダミーRef：65～69歳］
55～59歳 2．942　　　　，023　＊＊　　　　　18。1171．018　　　　．028　＊＊　　　　　　2．620
60～64歳 ．940　　　　．020　＊＊　　　　　　2．464 ．512　　　　．023　＊＊　　　　　　1．594
70～74歳 一．692　　　　．022　＊＊　　　　　　．480一．664　　　　．028　＊＊　　　　　　　．487
75～79歳 一1．281　　　　．025　＊＊　　　　　　　．265一1．187　　　　．036　＊＊　　　　　　　．284
［職業ダミー：50～54歳時点
Ref：事務従事者］
専門的・技術的職業 ．233　　　　．033　＊＊　　　　　　1．262 ．015　　　　．038　　　　　　　　　1．015
管理的職業 1．218　　　　．037　＊＊　　　　　　3．380．356　　　　．044　＊＊　　　　　1．427
販売従事者 ．291　　　　．028　＊＊　　　　　　1．337 ，199　　　　．035　＊＊　　　　　　1，220
サービス職業 ．171　　　　．032　＊＊　　　　　　1．186一．028　　　　．043　　　　　　　　　．972
保安職業 ．290　　　　．078　＊＊　　　　　　1．336 ．410　　　　．074　＊＊　　　　　　1．506
農林漁業作業者 ．952　　　　．030　＊＊　　　　　　2，590一，374　　　　．053　＊＊　　　　　　，688
運輸・通信従事者 一．020　　　　．040　　　　　　　　　．980一．056　　　．043　　　　　　　　．945
技能工・建設作業者 一，231　　　　．024＊＊　　　　　　．794一．150　　　　．028　＊＊　　　　　　　．861
分類不能 一．597　　　　．110　＊＊　　　　　　　．551一．191　　　　．119　　　　　　　　　　．826
［従業者規模ダミー：50～54歳時点
Ref：50～99人］
4人以下 2．008　　　　．031　＊＊　　　　　　7．451一．085　　　　，040　＊　　　　　　　．918
5～9人 1．223　　　　．036　＊＊　　　　　　3．397．209　　　　．044　＊＊　　　　　　1．233
10～19人 ．593　　　　．036　＊＊　　　　　　1．809 ．087　　　　．043　＊　　　　　　　1．090
20～29人 ．308　　　　．041　＊＊　　　　　　1．360 ，063　　　　．048　　　　　　　　1．065
30～49人 ．051　　　　．040　　　　　　　　　1，052 ，046　　　　．045　　　　　　　　1．047
100～299人 一．183　　　　．036　＊＊　　　　　　　．833一，010　　　　．040　　　　　　　　　　．990
300～499人 一．397　　　　．049　＊＊　　　　　　．673一，137　　　　．054　＊　　　　　　　　．872
500～999人 一．495　　　　．049　＊＊　　　　　　．609一，110　　　　．053　＊　　　　　　　　．895
1，000人以上 一．836　　　　．036　＊＊　　　　　　　．433一．096　　　　．038　＊　　　　　　　　．908
官公庁 一．471　　　　．038　＊＊　　　　　　．625 ．157　　　　．041　＊＊　　　　　1．170
世帯1人あたりの他の世帯員年収 一．003　　　　．000　＊＊　　　　　　　，997一．003　　　　．000　＊＊　　　　　　　．997
「2ガ駕厘 171695283
z2 80176328＊＊
　　　　　　2O0x　85カθ〃κ ．389
注：”、’、†は、それぞれ1％、5％、10％水準で有意なことを示す。
一198一
明“．L．’＝t’社A・i＝1．研究Etl・
表10　現時点の「従業上の地位」と「雇用形態」
（％）
仕　タイプ：50～54歳時点 現職従事（再
）
1職従事（現在 業者）
現在の年齢 55～59歳60～64歳 65～69歳70～74歳75～79 55～5960～64歳65～69歳 70～74歳75～79歳
［仕事上の地位：現在］
常雇 65．2 35．3 16．3 7．8 4．0 67瀦 5秘9 34．2 22．4 13．7
臨時雇 0．9 4．0 3．4 2．4 0．8 8．8 21．0 22．5 12．9 6．2
日雇 1．2 2．8 3．1 t7 0．3 3．9 4．8 6．5 4．8 2．6
会社等の役員 14．1 20．9 23．3 21．4 19．7 9．3 8．2 7．2 9．3 9．0
雇人あり自営業主 6．8 12．0 12．9 11．5 12．3 2．0 1．7 2．0 4．9 4．4
雇人なし自営業主 11．3 24．2 38．8 49．9 53．3 8．3 12．5 25．4 ㌶補 δ＆5
自家営業の手伝い 0．4 0．7 2．2 5．2 9．4 0．3 0．7 1．3 2．8 5．0
家庭で内職 0．0 0．0 0．1 0．1 0」 01 02 09 14 07
計 100．0 100．0 100．01 00 100010001000 10001000 1000
［雇用形態：現在、
常雇臨時雇・日雇の場合］
正社員 94．5 66．0 52．2 50．6 67．1 臓7 35．3 26．5 26．9 26．5
パート 0．6 3．7 72 10．0 8．4 6．8 14．9 餌澄 2薯．7 15．7
アルバイト 0．9 4．1 10．0 12．8 6．4 7．4 13．0 17．0 盤¢轟 碧議7
派遣社員 0」 0．0 一 一 一 0．5 1．5 1．8 0．6 一契約社員・嘱託 2．2 20．6 18．6 18．6 10．016．1 3｛溝8 鱗7 織窪 2蛾7
その他 1．7 5．6 12．0 7．9 80 36 45 80 112 134
計 100．0 100．0100．0 1000 100010001000 1000 10001 00
表11現時点の就業先の「産業」と「企業規模」
（％）
仕　タイプ：50～54歳時点 （再 ） 前 ’　（現在
? ）
現在の年齢 55～59 60～645～6970～7475～7955～5960～64歳65～6970～7475～79歳
［就業先の産業：現在］
農林魚業・鉱業 3．6 8．8 21．0 35．3 44．8 4．2 8．2 17．2 31．8 41．3
建設業 15．6 19．8 16．6 10．9 5．6 14．0 8．2 8．5 6．0 3．9
製造業 24．2 20．8 16．9 13．7 刊，6 織導 総潔 頼澄 8．0 6．5
運輸業 9．7 7．6 5．1 2．4 1．2 12．5 9．7 4．8 3．0 1．0
小売業 7．7 11．4 13．0 15．1 13．8 6．0 4．8 4．7 5．2 7．9
その他のサービズ業 11．2 11．9 10．9 8．0 8．6 2肱3 24盛 2畿9 2茎鴻 17．7
公務 5．4 1」 0．3 0．2 0．0 t6 3．2 2．6 2．4 1．1
（上記以外） 22．7 18．6 16．2143 145 251 277 253 222 206
計 100．0 100．0 100．01000 1000 10001000 1000 1000 1000
［企業規模：現在］
4人以下 24．2 46．1 63．4 72．4 78．8 17．6 2◎．享 a畿§ 藝6．9 裁暴
5～9人 8．0 11．4 12．3 113 10．2 7．7 7．2 8．4 6．0 6．3
1ρ00人以上 16．0 4．3 1．3 0．4 0．2 11．0 9．6 5．5 3．4 0．9
官公庁 11．0 3．2 0．5 0．4 0．1 3．3 8．9 6．2 5．1 2．1
（上記以外） 40．9 35．0 22．515．5 10．6 60．4 53．7 444 28．7 16．2
計 100．0 1000 100010001000 1000 1000て 00 1000 1000
形態」を表3と比べると、表5では「正社員」が減少し、「パート」、「アルバイト」、「契約社員・嘱託」
が増加している。50歳前半の前職が常雇・正社員でその後離職した人は、離職後、自営業主や嘱託等
の非正社員として働いている人が多いことを示している。
　次に、現在の就業先の「産業」と「企業規模」を示すと、表11となる。「前職従事（現在有業者）」
を表4と比較すると、「産業」では「製造業」が少なくなり、「その他のサービス業」が増えている。
「企業規模現」では「4人以下」という、最も小規模な企業の割合が高くなっている。表4と合わせる
と、大企業から中小・零細企業へという就業者の流れが確認できる。
　職業に関する結果は、表12である。「前職従事（現在有業者）」の表5との違いは、「農林漁業作業者」
が年齢と共に高まり75～79歳では4L3％に達したこと、および「技能工・建設作業」が少なくなった
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表12　現時点の職業
（％）
タイプ・50～54
?
己　（再
） （ ）
の 55～5960～6465～69　　70～フ475～7955～5960～64　　65～6970～74歳75～79
［職業；現在］
専門的・技術的 9．1 7．0 7．1 7．8 9．8 6．1 8．9 8．9 11．9 12．0
管理的職業 10．0 11．3 12．0 12．3 11．3 9．7 8．2 5．4 7．5 6．3
事務従事者 13．6 5．2 2．7 1．9 2．0 14．5 16．4 11．5 7．0 ア．7
販売従事者 13．9 14．5 13．9 14．1 12．6 13．5 7．9 7．1 8．7 12．8
サービス職業 40 6．0 6．1 3．6 3．1 4．9 6．9 7．7 4．7 4．0
保安職業 2．4 0．7 0．3 0．2 0．1 4．8 6．0 4．8 4．8 1．9
農林漁業 3．4 8．7 20．6 35．0 44．7 41 8．0 17．2 3m 41．3
運輸・通信 7．6 6．6 4．2 1．4 0．7 9．4 8．4 5．5 3」 0．2
技能工・建設作業 35．4 39．4 32．6 23．4 15．6 32．4 28．6 313 20譲 13．4
分類不能 07 06 05 04 0．2 0．7 0．7 0．6 0．2 0．3
計 1000 10001000 1000 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0100．0
表13　現時点の就業時間と勤労収入
（％）
仕事タイプ：50～54毅時点 現職従事 前職従事（現在有業者）
現在の年齢 55～59歳160～64歳65～69歳70～74歳5～79歳55～59歳60～64歳65～69歳70～74歳75～79歳
［年間就業日数：現在］
50日未満 0．5 L5 3．2 6．1 7．4 1．8 3．4 7．8 1慧．フ 慨0
50～99日 0．9 2．0 4．2 6．4 8．5 2．2 6．1 10．4 紹お 17」
（100～199日） 8．4 15．4 20．6 24．1 27」 16．4 29．7 35．6 33．4 33．2
200～249日 413 3209 27．8 24．4 18．4 40．8 36．0 26．9 19．9 16．0
250日以上 48．9 48溌 442 38．9 3a6 38．9 24．8 19．4 21．4 18．8
計 1000 10001000 1000 1000 100．0 100．0100．0 100．0 100．0
［週の就業時間：現在」
15時間未満 0．5 0．8 2」 3．4 4．5 1．4 3．9 8」 1Z1 14．5
15～19時間 0．3 0．7 1．1 1．8 3．3 0．7 3．9 6．7 7．6 5．5
（20～45時間） 49．1 44．7 4吐8 49．0 51．5 542 69．6 65．4 59．7 58．0
46～48時間 16．4 17．8 15．4 14．5 12．2 15．7 9．4 8．7 6．1 6．0
49～59時間 2α4 諺q⑤ 毒駄5 172 16」 17．9 8．5 7．4 9．3 7．6
60時間以上 133 1鱒 171 140 11．8 10」 4．8 3．8 5．1 8．4
計 1000 10001000 1000 100．0 100．0100．0 100．0 100．0100．0
平均勤労収入（万円） 6415 468537673076 282．9 423．4 299．9 204．3 203．5 177．5
ことである。それ以外には、あまり変化は見られない。転職する際に、産業や企業規模が変化するこ
とは多いが、職業の変化は、農林漁業と技能工・建設作業を除いて、少ないと言える。
　では、これらの人々は、このような仕事にどれだけ従事しているだろうか。「就調」では年間の就業
日数と、それが200日以上の人と、それより少ない場合は就業が「だいたい規則的」な人に、1週の就
業時間を尋ねている。その結果が表13である。「現職従事」は、年間就業が多い人、また週の就業時間
が長い人が多い。このタイプは、フルタイムまたはそれに近い人が多いと言える。それに対し、高齢
期に転職している「前職従事」は、短時間就業の人が少なくない。
　またこの表の最終行には、この仕事からの勤労収入の平均値も記載してある11。上記のような就業
時間の違いを反映してか、平均勤労収入は、年齢の高い人ほど少なく、また「前職従事」の方が少な
11「就調」では、勤労収入を範囲区分（レンジ）で尋ねている。ここでは、各レンジの中央値、および「収入なし、50万
　円未満」には25万円、「1，5∞万円以上」には1，800万円を代入し、算出に用いている。
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表14　今後の就業希望
（％）
仕事タイプ：50～54歳時点 現職従事 前職従事
現在の年齢 55～59歳60～64歳65～69歳70～74歳75～79歳55～59歳60～64歳65～69歳70～74歳75～79歳
有業継続希望
L業転職希望
L業引退希望
ｳ業就業希望
ｳ業引退希望
藪1．3　　　　B7峯　　　　　8翼．薬　　　　83寮　　　　　8天¢
@5．8　　　　　　　5，2　　　　　　　1．7　　　　　　　1．0　　　　　　－
@2．9　　　　　　7．3　　　　　曝α藪　　　　　輩5．3　　　　　導3承O
鼈鼈鼈鼈鼈
2．3　　　　　　38．7　　　　　　32．8　　　　　　27．0　　　　　　25．4　
V．3　　　　　　　2．9　　　　　　　1．7　　　　　　0．7　
P．2　　　　　　　2」　　　　　　　3．4　　　　　　　3．4　　　　　　　4．23
d，駐　　　　　　27．9　　　　　　装4，嬬　　　　　　135　　　　　　　8．5　
V6　　　　　284　　　　　377　　　　　554　　　　　618? 00．0　　　　　100．0　　　　　100．0　　　　　1000　　　　　1000?　　　　　1000　　　　　1000　　　　　1000　　　　　1000
15　無業就業希望者の就業希望理由
％）
事タイプ：50～54歳時点? 職従事（無業就業希望者）?
在の年齢? 5～59歳60～64歳?5～69歳70～74歳?5～79歳
業しているから? 6．4? ．7? ．3? ．0? ．1
入を得たい? 2．2? 2? 7? ．6? 0．6
識や技能を活かしたい? ．9? 3．3? 鱒? 8? 9、5
会に出たい? ．5? ．9? ．6? ．3? ．2
間に余裕ができた? 8? 0．3? ．2? ．9? ．6
康を維持したい? 9? 2．5? 零麟? 3譲? ．5
の他? ．3? 1」? 3．8? 4．2? 5．4? 00．0? 0α0? 00．0? 00．0? 00．0
なっている。
5）今後の就業希望
このような状態にある分析対象者だが、今後の就業に関しては、どう希望しているだろうか。「就調」
は無業者に対してもそれを尋ねているので、その結果をこれまでと同様の形式で示したものが、表
4である。表で「有業継続希望」とあるが、その最初の「有業」とは有業者のことで、次の「継続希
」とはその仕事を継続することを望んでいることを意味している。同様に、「無業就業希望」とは無
者だが就業を希望している人のことである。
結果は、有業者の中では継続希望が多いことを示している。しかし、年齢の高まりと共に、引退希
が徐々に増えていて、一定の割合を占めるようになる。「前職従事」の数値は無業者も含まれている
で少しわかりにくいが、有業者の中に引退希望の人が一定数いることがわかる。また、ここで見逃
ないのが、無業者の希望である。高齢期の無業者だからと言って、そのまま仕事に就かず職業生活
らの引退を希望する人ばかりではない。表からわかるように、特に70歳未満の年齢層では、就業希
の割合は決して低くない。
そこで話が少しそれるが、「無業就業希望」の就業を希望する理由を見てみた。それが表15であるが、
5～59歳では「失業しているから」という理由が66．4％と多い。まだ現役として働くのが一般的な年
なので、失業したら別の仕事に就くのが当然という考えであろう。しかし、この割合は年齢が高く
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表16　有業者の今後の就業希望
（％）
現在の年齢 55～59歳60～64歳65～69歳70～74歳75～79歳
有業継続希望
L業転職希望
L業引退希望
90．6　　　　　　88．1　　　　　　86．9　　　　　　85，2
U．6　　　　　　　6．0　　　　　　　33　　　　　　　1．6
Q．8　　　　　　　6．0　　　　　　　9．8　　　　　　13．2
86．5
計 100，0　　100．0　　100．0　　100．0．0
なると急激に少なくなる。逆に60歳以降で急激に増えるのは「健康を維持したい」で、70歳以上では
40％を超える。また、「知識や技能を活かしたい」も年齢が高くなると多くなる。金銭的な理由が、年
齢が高くなると少なくなるようにも思えるが、「収入を得たい」という理由は60歳代では決して少なく
ない。高齢層は、多様な就業理由を抱いていると言えよう。
（6）就業希望の決定要因
　では、有業者の就業希望は、何によって決まるだろうか。表14は無業者も含まれているので、それ
を除いて、継続・転職・引退の構成を年齢別に示したものが、表16である。年齢が高くなると、「転職
希望」は少なくなり、「引退希望」が多くなっている。
　この3つの希望を従属変数とする多項ロジスティック分析により、その決定要因を分析しよう。そ
の際、「引退希望」を基準とする。説明変数は、個人属性（性・学歴・年齢）、および現職の仕事内容
（企業規模・職種）に加えて、前出の「世帯1人あたりの他の世帯員年収」、それに「本人勤労収入」
を投入する。ここで仕事内容は、これまで用いた50～54歳時点のものではなく、現時点のものを用い
る。これからの希望には、以前の仕事より、現在の仕事が影響すると考えたからである。現在の仕事
に関わる変数として、その仕事からの収入も変数に加えている。本人勤労収入が高ければ継続希望と
なることが推測される。「世帯1人あたりの他の世帯員年収」は、記述したように所得効果を示す変数
なので、多くなれば引退を希望すると考えられる。多項ロジスティック分析の推計結果が、表17であ
る。
　「女性ダミー」は、「継続希望」と「転職希望」のどちらに関しても負で有意である。女性は「引退
希望」が多いことを示している。また、学歴が高くなると「転職希望」が高まる。年齢は、高齢にな
ると「引退希望」が強まることがわかる。ともあれ、これらを一定とした場合の結果が、以下である。
　現在の仕事内容を見ると、「サービス職業」、「保安職業」さらに「技能工・建設作業者」という非ホ
ワイトカラー系の仕事では、「引退希望」が少なくなっている。また「農林漁業作業者」は「継続希望」
が強く、「運輸・通信従事者」は「転職希望」が強くなっている。他方、従業員規模を見ると、「1，000
人以上」と「官公庁」が、共に負で有意である。この年齢層で、大企業等に勤務していると、いつま
で勤務できるかは本人の意思だけでは決められないこともあるので、むしろ引退を希望するのかもし
れない。
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表17就業希望の決定要因
　多項ロジスティック分析
Ref引退希望：n＝2，019 継続希望：nニ31，608 転職希望：nニ1．865
B　　標準誤差　　　Ex　（B） B　　標準誤差　　　Ex　（B）
切片 2．098　．126＊＊ 一．412　．197＊＊
女性ダミー 一．494　　　　．056　＊＊　　　　　　　．610 一1．096　　　　．087　＊＊　　　　　　　．334
［学歴ダミーRef：高卒］
中卒 ．070　　　　．057　　　　　　　　　1．073一．255　　　　．079　＊＊　　　　　　　，775
短大卒 ，108　　　　．109　　　　　　　　　1．114 ．220　　　　．160　　　　　　　　1，246
大卒 ，060　　　　．084　　　　　　　　1．062 ．232　　　　，118　＊　　　　　　　1．262
［年齢ダミーRef：65～69歳］
55～59歳 1．123　　　　．076　＊＊　　　　　　2．652 2．118　　　　．136　＊＊　　　　　　6．362
60～64歳 ，420　　　　．073　＊＊　　　　　　1．320 1．009　　　　．137　＊＊　　　　　　2．097
70～74歳 一，342　　　　．105　＊＊　　　　　　．579一．776　　　　．278　＊＊　　　　　　　．267
75～79歳 一，175　　　　．159　＊＊　　　　　　　．615一2．386　　　1．017　＊＊　　　　　　　．013
［職業ダミー：現職Ref：事務従事者］
専門的・技術的職業 ．057　　　　．091　　　　　　　　　1．059一．018　　　　．147　　　　　　　　　．982
管理的職業 ．006　　　　．124　　　　　　　　　1．006 一．110　　　　．203　　　　　　　　　　　．896
販売従事者 一．057　　　　，085　　　　　　　　　．944 ．219　　　　．127　†　　　　　　1．245
サービス職業 ，612　　　　．113　＊＊　　　　　　1，844 ，773　　　　．159　＊＊　　　　　　2，166
保安職業 ．766　　　　．209　＊＊　　　　　　2．150 1．224　　　　．249　＊＊　　　　　3．402
農林漁業作業者 ．666　　　　．138　＊＊　　　　　　1．946 ．149　　　　．220　　　　　　　　1．160
運輸・通信従事者 ．121　　　　．117　　　　　　　　　1．129 ．532　　　　．151　＊＊　　　　　　1．703
技能工・建設作業者 ．168　　　　．071　＊　　　　　　　1．183 ．377　　　　．105　＊＊　　　　　　1．457
分類不能 一．513　　　　．326　　　　　　　　　　．599 ．029　　　　．452　　　　　　　　1．029
［従業者規模ダミー：現職
Ref：50～99人］
4人以下 一．072　　　　．104　　　　　　　　　，930 一．433　　　　．148　＊＊　　　　　　．648
5～9人 一．066　　　　．109　　　　　　　　　　．936一．048　　　　．147　　　　　　　　　．953
10～19人 一．132　　　　，107　　　　　　　　　　．877一．249　　　　．144　†　　　　　　　．780
20～29人 ，192　　　　．130　　　　　　　　　1．212 ．090　　　　．169　　　　　　　　　1．095
30～49人 一．074　　　　．119　　　　　　　　　．928 ．003　　　　．154　　　　　　　　　1，003
100～299人 ．021　．110　　　　1．022．014　　　　．142　　　　　　　　1．014
300～499人 ．127　　　　．160　　　　　　　　　1．135 一．018　　　　，206　　　　　　　　　　．982
500～999人 一．201　　　　．145　　　　　　　　　．818一．195　　　　．191　　　　　　　　　　．823
1，000人以上 一．217　　　　．112　　†　　　　　　　　．805 一．349　　　　．150　＊　　　　　　　　．705
官公庁 一．314　　　　．110　＊＊　　　　　　　．730一．627　　　　，159　＊＊　　　　　　．534
世帯1人あたりの他の世帯員年収 一．001　　　　．000　＊＊　　　　　　　．999 一．002　　　　．000　＊＊　　　　　　　．998
本人勤労収入 ．000　．000＊＊　　1．000一．002　　　　．000　＊＊　　　　　　　．999
ゼ紺数尤厘 24767286
ノγ2 1462，829＊＊
　　　　　　2Oωr＆5々θ〃κ ．040
注：韓、’、†は、それぞれ1％、5％、10％水準で有意なことを示す。
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　所得効果を示す「世帯1人あたりの他の世帯員年収」は、どちらも負で有意である。やはり非勤労
収入の増加は引退につながり、それが少ないと就業を希望するようになることがわかる。また、「本人
勤労収入」は、「継続希望」が正で有意、「転職希望」が負で有意である。現在の仕事からの収入が多
いとその仕事の継続を希望し、収入が少ないと転職を希望するという、これも経済モデルと整合的な
結果である。
4．まとめ
　年金の支給開始年齢が高まる中で、高齢期の就業機会を確保する必要性が高まってきている。本研
究ではこの点に着目し、定年前に就業していた人が、定年を経て、現時点までにどのように就業状態
を変化させてきたのか、今後の希望はどうなのか、その実態を明らかにしつつ、その決定要因を検証
した。用いたデータは、総務省「2002年就業構造基本調査」の秘匿処理済み個票データである。実際
の分析ではクロス表による分析と多変量解析を併用したが、ここでは主として後者の結果を要約しよ
う。
　なお、分析に当たっては、現在（調査時点）55～79歳の人を対象に、その人たちの50～54歳時点の
就業状態から「現職従事」と「前職従事」の2タイプを抽出した。前者は、50～54歳時点で既に「現
職」に就いていて現在までそれを継続している人で、後者はその時点では「前職」に就いていた人で
ある。前職であるので、現在までに離職しているが、その中には、その後別の仕事に「転職」した人
と、「無業化」した人がいる。
　まず、「現職従事」と「前職従事」の分析結果からは、農林漁業に従事している人、規模が小さな企
業で管理的仕事に従事している人は「現業従事」になりやすく、逆に大企業に勤務していた人は「前
職従事」になりやすい、つまり50～54歳の仕事から離職する確率が高いことがわかった。このことは、
大企業に勤務していた人が定年後に働こうとすると別の会社に移動せざるを得ないという、定年後の
継続雇用が本格化する前の状態を良く示している。次いで、50～54歳時点の仕事を調査時点まで「継
続」しているか、それとも別の仕事に「転職」しているか、あるいは無業者になっているかを分析し
た。ここでは、職業による違いや勤務先の規模による違いもわかったが、同時に、「年金」や「他の世
帯員収入」など本人にとっての「非勤労収入」の影響も分析された。結果は、非勤労収入が増えると
「無業化」し、それが減ると就業するというものであった。経済学モデルの予測と一致する結果である。
なお、無業化した高齢者に今後の希望を問うと、就業希望のある人が、特に70歳未満ではかなり見ら
れた。高齢無業者だから引退者とは限らないという点は、今後、高齢者雇用を考える際に、留意する
必要がある点である。そして次に、有業者に限定し、今後の就業希望を分析した。ここでも職業によ
る違いが確認されたが、同時に、非勤労収入の増加は引退希望につながり、それが少ないと就業を希
望するようになること、また現在の仕事からの収入が多いと仕事の継続を希望し、収入が少ないと転
職を希望するという関係があることがわかった。これも経済学モデルとの親和性が高い結果である。
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　このように発見事実は多岐にわたるので、ここでは、高齢者雇用において本調査実施時点の後、急
速に普及した「雇用確保措置」の1つである継続雇用に関連させて、発見事実の含意を述べよう。
　まず、継続雇用の普及という政策が必要だったか否かである。普及前時点のデータを分析した本稿
では、大企業勤務者を中心に定年前後から多くの人が別の会社に移動していた。そのまま定年前の仕
事を継続していた人の中では、中小企業の経営層や管理職層、あるいは農林漁業者が多くなっていた。
無論、定年後には年金を頼りに悠々自適の生活というシナリオもあり得るので、継続雇用が普及しな
くとも良いかもしれない。しかし現実には、年金の受給開始年齢が高まっていて、そのことは年金額
の減少につながる。本稿の分析では、年金のような非勤労収入の低下は、就業確率を高める作用があ
ることが確認されている。つまり高齢人口の増大と共に、高齢者の就業ニーズの増加が予想される。
やはり、継続雇用の普及という政策は必要だったと言えるだろう。
　では、その政策は充分なものだろうか。現在、継続雇用は、事実上、ほとんど全ての企業で導入さ
れている。しかし、特に大企業においては、それを実際に活用する人は意外に少ない。そのおもな原
因の1つに、労働時間や仕事内容は定年前と同じだが、継続雇用というだけで給与が低くなることが
ある（高齢・障害者雇用支援機構2009、永野2010b）。本稿の分析では、「現在の仕事からの収入」が
低下すると、その仕事の継続を希望しなくなり、転職や無業化を希望するようになるということが示
された。大企業では継続雇用があまり活用されないという事実と符合する結果である。継続雇用に関
しては、法律改正という強力な政策手段が採用されたこともあり、企業ではとりあえず、その仕組み
を導入せざるを得ず、それが精一杯の対応であったという状況がある。今後、高齢者が長年かけて蓄
積してきた知識や能力を発揮できるように、その制度の中身を充実させることが求められてきている
と言えよう。
　ところで本研究の特徴は、膨大なデータ件数の「政府統計」を用いて、高齢化の進展の中で注目さ
れている定年後の移動と就業について分析したことである。発見事実のいくつかは、これまで断片的
な調査で示されたものかもしれないが、本研究のように母集団との関連をとりながら抽出され、さら
に母集団への復元が可能な大量データによる検証はあまり行われていない。今後、このような形の研
究が展開されることが期待される。なお、本稿では2002年のデータを用いて分析を行った。それが利
用できる最新のデータだからである。しかし、既述したように継続雇用は、その後、急速に普及した
制度である。その制度の政策効果を知るためには、2002年の次に実施された2007年のデータと比較す
ることが必要である。今後の課題としたい。
（付記）本稿は、独立行政法人統計センターの「匿名データ」を、筆者が独自に作成・加工した統計等
　　の結果であり、統計局が作成・公表している統計等とは異なっている。
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